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公的研究費不正使用・不適切使用防止のための手引き 

 

はじめに ～正しく公的研究費を使用するために～ 

 

公的研究費（以下、「研究費」という。）は、研究遂行に充てるために必要な経費として、

文部科学省・日本学術振興会といった公的機関から配分されるものです。研究費は、社会から

研究の遂行のために付託されたものであり、「研究者個人のもの」ではありません。したがっ

て、文部科学省の定める「研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン（実施基

準）」（平成19年2月15日付文部科学大臣決定）や、それに対応するべく整備された公益財団

法人結核予防会結核研究所（以下、「研究所」という。）の各種規程を遵守しつつ、研究の目

的に沿って、公正性及び透明性を確保しつつ、研究費を適正かつ効率的に使用することが、研

究者には求められています。  

研究費の不正使用はいかなる理由によっても正当化されないものであり、その責任は研究者

個人だけでなく、とりわけ「公益財団法人」である結核予防会全体の問題となることを強く認

識してくださいますよう、お願いいたします。 

 

 

研究費使用に当っての一般的な注意事項 

 研究費として支出できる範囲は、当該研究を遂行するために直接必要な経費及び当該研究

成果のとりまとめ・公開等に必要な経費に限られます。  

 研究費として支出できる範囲は、当該年度（なおかつ採択日以降であること）に購入・納

品され、使用するものに限られます。  

 研究費は、研究計画にしたがって、年度末に集中して使用することがないように、計画的

に使用してください。  

 研究費の繰越を希望される際は、当該研究費の担当者にご確認ください。ただし、「科研

費」の繰越に際しては日本学術振興会への届け出が必要になる場合もありますので、お早

めにご相談ください。その他の研究費については、それぞれの研究費の使用ルールに従っ

て判断されます。 

 

研究費の不正・不適切使用の防止について 

研究費の不正・不適切使用（以下、「研究費の不正使用」といいます。）には、研究費を私

的に流用又は着服することのみならず、研究費の使用にかかわる各種規程・ルール等に反する

ことも含まれます。  

研究費によっては、実態にそぐわないルール等が定められていることもありますし、それに

ともなう使い勝手の悪さを感じることもあるかと思われますが、そのことにより研究費の不正

使用が正当化されるわけではありません。 
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特に研究者が注意しなければならない禁止事項 

特に研究者が気を付けなければならない、会計上、不正使用とみなされる点について以下に

具体的事例を挙げて説明いたしますので、参考にしていただければ幸いです。  

実態を伴わない虚偽の書類を作成し、実態があったものとして研究所に提出して、実態のな

い研究費を支出させる以下の行為は、たとえ私的に流用することがないとしても、研究費の不

正使用とみなされますのでご注意ください。  

 

【不正使用の事例】  

① カラ給与・カラ謝金  

 研究協力者に支払う給与、謝金について、実際より多い作業時間を出勤表に記入して研究

所に請求し、不正に研究費を支出させた。  

 研究に必要な経費に充てるため、研究費で雇用する研究協力者等に実態に伴わない給与・

謝金を支出し、これを研究協力者等から回収して当該経費に使用した。 

※還流行為について  

研究協力者等に対して作業実態に基づき適正に支給された給与及び謝金について、

その全部又は一部を回収する行為（強制的徴収）は、たとえ本人の承諾があったとし

ても、不適切な行為とみなされます。  

② カラ出張及び出張旅費の水増し請求  

 他の研究機関から旅費の支給を受けたにもかかわらず、研究所に対し同じ旅費請求をし、

二重に旅費を受領した。  

 予定を変更し、日帰りをしたが、予定どおり一泊二日の旅費を受領した。  

 出張を取りやめたにもかかわらず、虚偽の「出張報告書」等を提出して、不正に旅費を受

領し、当該研究目的以外の出張に流用した。  

 研究目的以外の用務や私的な用務（帰省等）にもかかわらず、研究所に旅費を請求し受領

した。 

 格安航空券や航空運賃と宿泊料のパック商品を利用したにもかかわらず、研究所に正規運

賃の旅費を請求した。 

③ カラ発注（預け金）・関連書類の書き換え  

 研究費が余ったため架空の発注を行い、支払われた研究費を業者に預け金として管理させ、

翌年度以降に物品等を納品させた。 

  業者に取引実態と異なる虚偽の書類を作成させ研究費を支出し、支払われた代金を業者

に預け金として管理させ、当該研究費では執行できない内容の物品の購入等に充当した。  

 研究費が余ったため、実際には新年度以降の納品予定物品を業者に年度内に納品済として

書類を作成させて、未納入物品の代金を先払いした。  

 研究費が足りなくなったため、実際には３月に納品された物品の納品書を４月に書き換え

るよう業者に指示し、新年度の研究費で支払った。 

※カラ発注（預け金）・関連書類の書き換えについて  

カラ発注（預け金）や関連書類の書き換えは、たとえ私的流用がないとしても不適切な
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行為とみなされます。  

また、カラ発注（預け金）や関連書類の書き換えは、研究者や事務職員と業者との親

密な関係に起因することが多くなっています。業者との過剰なつきあい、社会通念上限

度を超えたつきあいはやめ、研究活動に携わる者としての高い倫理観に支えられた責任

ある行動につとめてください。  

 

研究費の経理について 

研究費の個人経理は認められていません。研究者又は研究グループに対する研究費は、研究所が

経理管理（機関経理）を実施します。 

 

適正に研究費を使用するために 

以下では、適正に研究費を使用していただくために、「物品の購入等の場合」「旅費等の場合」「謝

金等の場合」の三つの場合に分けて、研究者にご注意いただきたい点についてまとめておきます。 

研究費の使用に先立って、事前に十分にご確認くださいますようお願いいたします。 

 

【物品の購入等の場合】 

 適切な納品検収、検査（目視確認）にご協力ください。 

 発注・購入依頼時の財源の特定をお願いします。 

研究所では、経理担当者を通じて業者に発注することとなっておりますので、ご理解とご協力を

賜りますようお願いいたします。 

また、経理担当者による検収（目視確認）を受けていただく必要がありますので、あわせてご理

解とご協力を賜りますようお願いいたします。 

なお、購入代金等については、事務担当者による検収作業の終了後に支払の手続きをとらせてい

ただきます。 

詳細については、「公益財団法人結核予防会結核研究所 公的研究費取扱規程」等をご確認くださ

い。 

【旅費等の場合】 

 出張（業務）の事実の証明にご協力ください。 

 証拠書類による経費の実態の証明にご協力ください。 

・出張（業務）の実態、ならびに経費の実態を提出していただいた書類により確認の上、支払の手

続きをとらせていただきます。 

・研究費による旅費等の支出に際しては、「公益財団法人結核予防会旅費規程」の定めるところを

準用します。（※航空機利用時には、航空券の半券も必要となります）。 

【謝金等の場合】 

 研究協力者に勤務内容・勤務期間及び給与について説明してください。 

 研究協力者の勤務意志について確認してください。 

 研究協力者の自署・自筆による勤務表で、勤務の実態が証明できるようにしてください。 

・謝金等の支出に際しては、提出していただいた勤務表を事務担当者が確認後、支払の手続きをと
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らせていただきます。 

 

研究者が常に心がけるべきこと 

 研究者としての誇りをもち、その使命を自覚する。 

 研究費の不正使用を行わない。 

 研究費の不正使用に加担しない。 

 周囲の研究者に対して不正使用をさせない。 

 研究費の不正使用を黙認しない 

（万一不正使用を発見した場合は、「通報窓口」までただちにご連絡ください（窓口は末尾に掲載

しています））。 

 

その他、研究所に所属する研究者として従うべき倫理規範等については、「公益財団法人結核予

防会倫理規程」において定められていますので、ご一読くださいますようお願いいたします。 

 

事務職員の責務 

事務職員は、研究費の経理にかかわる専門家であることを自覚し、常に研究費の適正かつ効率

的な経理につとめなければなりません。また、研究費の支出に当っては、支出の根拠となる事実

を確認しなければなりません。 

支出の根拠となる事実の確認は、適正な研究費の支出のために必要不可欠です。 

次に掲げる「事実の確認」を徹底するよう、十分に注意してください。 

 物品の購入等 → 領収書・納品書等の帳票類と現物の確認 

 旅 費 等  → 証拠書類等による経費の行為の確認 

 謝 金 等  → 勤務表等による勤務実態の確認 

 

事務職員が常に心がけるべきこと 

 研究費の経理に当る者としての誇りをもち、その使命を自覚する。 

 研究費の不正使用に加担しない。 

 研究者に対して不正使用をさせない。 

 研究費の不正使用を黙認しない 

（万一不正使用を発見した場合は、「ヘルプライン窓口」までただちにご連絡ください（窓口の

連絡先は末尾に掲載しています））。 

 

研究費の不正使用に対する処分 

研究費の不正使用が発覚した場合、研究者「個人」に対する処分のみならず、研究所が資金配

分機関から処分されることもあります。 

 

【個人に対する処分】 

（法人内の処分） 
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公益財団法人結核予防会の関連諸規程の定めるところに従い、研究費を不正使用した者、及び

不正使用に加担した者は処分されます。また、すでに配分された研究費の返還を求められる場合

もあります。 

（法律上の処分） 

研究所又は資金配分機関からの民事及び刑事告訴を受けることがあります。 

 

【研究機関に対する処分】 

科研費においては、研究機関に対して以下のペナルティが課されることがあります。 

①補助金の不適正な支出の疑いが生じ、適切な納品検収を怠っていた場合は、研究機関が当該

補助金に相当する額を返還しなければなりません。 

②経費管理体制の不備により悪質な不正使用事案が発生した場合には、研究機関に対する間接

経費の減額査定等が実施されることがあります。 

 

弁償責任について 

研究者及び事務職員等は、故意又は重大な過失により研究所に損害を与えたときは、その損害

を賠償する責任を負います。 

 

研究費の使用ルール等についての相談窓口（2017年 8月現在） 

ご相談には事務部研究支援室長が窓口となり、各事務担当者が対応します。 

 

研究費不正使用等の通報窓口（2017年 8月現在） 

研究費不正使用等に関する通報・告発等には、結核予防会審議役（学術担当）または結核研究

所事務部長が対応します。 

 


